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3,717,371

(令和2年4月1日現在)

1,785,571

178,395

173,377 308,500

円千円

1,889,787

21,976,397

 債務保証額　 8,000,000千円

（ 長期借入金　24,020千円 ）

-

　公債費負担比率
％

－連結実質赤字比率

43,455,749
　標準財政規模

5,868,311

　一人当たり
　　平均給料(報酬)月額

1,041,000

実質公債費比率
 ( 3か年平均 )

 うち
　財政調整基金

人口集中地区人口

就
業
人
口

119,934 人

千円

千円

(1.33)

 中部圏開発整備法
 　都市整備区域

 財源超過団体

 常備消防

昭和42年4月1日碧
海郡桜井町を編入

昭和27年5月5日

事務の共同処理の状況

 積立金現在高
　(財調､減債､特定目的)

 債務負担行為額

第2次

2.6％

27年 47,343人

6,345
平成30年 4月1日

平成30年 4月1日

平成30年 4月1日議会副議長

教 育 長

議会議長

533,000

2,140 123,674 人 区    分 第1次

％

4,280,185

 うち技能労務職 市　   長

　臨時職員

 うち消防職員 副 市 長

42

562
区 分

307,313 284,5491,080
合      計

　教育公務員
21 302,100

10 Ｊ
684,977 700,054

職員数    Ａ
621,452

 土地開発基金

％

0.3
 収益事業収入額

－

健
全
化
判
断
比
率

将来負担比率
一人当たり

支給月額　Ｂ/Ａ

1,278,989 1,752,547

給料月額    Ｂ

一　　　般　　　職　　　員　　　等

9

千円

19,434,449

24,318,798

6 単年度収支 Ｆ

7 積立金（財調） Ｇ

0

 後期高齢者医療事業

 地方債現在高

5.6

－

8

　実質収支比率
％

9.8

0

562,814

3 Ｃ歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ　

2 歳出総額 Ｂ

5 Ｅ実質収支
Ｃ－Ｄ　

4 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

1 歳入総額 Ａ
千円

73,747,526

33,512,87871,511,86166,363,892

25,137,045
　基準財政需要額

千円千円

76,943,200

　基準財政収入額
千円

区　　　　　　　　分 平成(30)年度 令和(1)年度 指  数  等区 分

190,228  

76,304  

189,157  

75,009  

2.1.1

31.1.1

昭和40.10.1以降
の合併状況

市町村制施行
年月日

2,397人

国調 2.8％

令 和 (1) 年 度 市町村名

決 算 状 況 所  在  地

区                分

台
　
帳

人      口 面      積

232122

産    業    構    造

　　安城市桜町18番23号

市町村類型 Ⅳ－２

(1)年度交付税

種地区分
Ⅰ－５

安  城  市 コード番号

(平成22年10月1日)

調
増  加  率

第3次
(平成27年10月1日)

人/k㎡

人口密度

86.01 k㎡ 2,078 人/k㎡

人

人

k㎡

 うち一般行政職

区      分

国

平成27年
184,140

平成22年
178,691

　一般職員
人

86.05

3.0 ％ 0.0 ％ 3.0

住
民
基
本

％ 3.1

土地開発公社

　財政力指数 1.29

指定団体等の状況

43.6％国調 53.8％

22年

53.2％

45,532人37,657人

44.0％

　臨時財政対策債
　発行可能額

43,455,749
　標準税収入額等

千円

2,243人

実質単年度収支

284,200300,968

実質赤字比率

7,383,634 5,431,339

　(　 ) 内は単年度

1,151,1543,666,263

特          別          職          等

改定実施年月日

1,059

積立金取崩し額（財調） Ｉ

繰上償還金 （転貸債､公共用地先行

　取得債､公共債を除き任意に行ったもの）
Ｈ

 宅地造成事業 無
6,264 27,815

収　 支 　額

(  28人 )

480,000

 上水道事業 有
千円 千円 人

区 分
国民健康保険

事業会計

職員数 議会議員 平成30年 4月1日事    業    名
法適用
の有無

収支額
普通会計から

の繰入額

千円

 農業集落排水事業 有
△ 6,826 31,873

下
水
道
事
業

 公共下水道事業 有
7,246 1,366,288 19

 特定環境保全
 公共下水道事業

有
533 236,629

0

普通会計からの繰入額
1,120,093

 後期高齢者医療事業 無
9,881 254,062 2

被保険者一人当たり費用

被保険者一人当たり
　保険税調定額 121,626

199,758

33,597

1
一世帯当たり保険税調定額

 介護保険事業 無
388,227

 国民健康保険事業 無
1,548,591 1,120,093 14

 駐車場整備事業 無
327,109 0

38,343人

1,544,833

259,409

15

被保険者数

2
加入世帯数

世帯

20,456

12,008 285,900
平成30年 4月1日

平成30年 4月1日
852,000

749,000

576,000

463,578 166,041 35

16
千円

1,548,591
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率

基準
税額

99.3

44.4

市町村民税

100.0 47,548,216

適          用          税          率          の          状          況
区          分 現年課税分 滞納繰越分 合      計

ラスパイレス指数　 98.7

市
町
村
民
税

個
人
分

均等割 3,000円

400,000円

160,000円

410,000円

所得割
対する比率

標準税率に

(4号)

(2号)

固定資産税

1.4/100

1.0 3,000,000円(9号)

合 計

法人割   9.7/100

(8号)

(7号)130,000円
均等割

(1号)

(3号)

(5号)

99.8

98.8

120,000円

99.5

1,750,000円

(6号)

150,000円 99.5 36.9

34.5 98.0

50,000円

市
町
村
民
税

法
人
分

固定資産税

合 計 71,511,861

前年度繰上充用金

旧法による税

合 計 39,877,842 100.0 △ 1.3 38,900,717

1.2

公 債 費

3.8 災害復旧費

内
　
訳

入 湯 税 1,298 0.0

水利地益税等

都市計画税 2,477,728 6.2

事業所税

諸支出金

8,226,28614,128,751 19.8

4.2 2,967,8613,019,256

法定外普通税 消 防 費

目　 的　 税 2,479,026 6.2 1.2 教 育 費

1,997,2772,020,297 2.8

6,698,670特別土地保有税 土 木 費 12,098,098 16.9

鉱 産 税 商 工 費 2,126,329 3.0

577,891829,659 1.2

1,256,866

市町村たばこ税 1,354,853 3.4 △ 1.6 1,402,772 農林水産業費

労 働 費 263,664 0.4

5,851,593 8.2

257,447

固定資産税 18,270,679 45.8 2.7 17,915,639 衛 生 費

市町村
民税

軽自動車税 416,927 1.0 5.1 415,589

5,135,989

法人分 3,255,433 8.2 △ 27.5 4,564,753 民 生 費 23,531,740 32.9

6,686,538

13,358,503

個人分 14,100,924 35.4 1.5 14,601,964 総 務 費

0.5

7,256,914 10.1

千円

普　 通 　税 37,398,816 93.8 △ 1.4 38,900,717 議 会 費 385,560 384,888

決　算　額 構成比 充当一般財源×
超過課税分
収入済額

区　　　　分

千円 ％ ％

区　　　　分 決　算　額 構成比 増減率

％ 千円千円 千円

100.0 47,548,216

市　　　　　　町　　　　　　村　　　　　　税 目          的          別          歳          出

合 計 76,943,200 100.0 43,077,656

地 方 債 3,528,300 4.6

100.0 合 計 71,511,861

繰 越 金 7,383,634 9.6

繰 入 金 2,204,483 2.9

47,548,216

寄 附 金 222,507 0.3

財産収入 250,329 0.3

34,053,965

県支出金 3,955,484 5.1 失業対策事業費 一般財源総額

国有提供交付金 災害復旧事業費

国庫支出金 9,689,762 12.6 国直轄･県営事業 107,279 0.2 87,220 経常経費充当一般財源

手 数 料 390,657 0.5 27,964 0.1 単独事業 10,358,056 14.5 5,817,609

（ ）内は､減収補填債及び臨
時財政対策債を経常一般財
源等から除いた比率使 用 料 1,099,283 1.4 122,132 0.3 補助事業 6,256,749 8.7 689,974

分担金及び負担金 207,450 0.3 1 0.0 普通建設事業費 16,722,084 23.4 6,594,803

79.1

交通安全対策特別交付金 29,164 0.0 29,164 0.1 うち人件費 614,404 0.9 614,404 79.1

小 計 45,292,349 58.9 42,782,055 99.2 投資的経費 16,722,084 23.4 6,594,803

1.7 積 立 金

4,110,944 5.7 3,483,954 2,963,284 6.9

32,566 0.0 前年度繰上充用金 経常収支比率

32,566 0.0 投資・出資金､貸付金 1,036,423

地方特例交付金 763,927 1.0 763,927

1.5 833,423

2,074,5972,140,268 3.0

6,506,679補助費等 7,019,096 11.5

1,305,141 1,305,141 3.0

4,964,873環境性能割交付金 46,708 0.1 46,708 0.1

0.3 維持補修費 1,366,702 1.9軽油・自動車取得税交付金 151,432 0.2 151,432

9.8

13,008,727

ゴルフ場利用税交付金 小 計 26,107,617

特別地方消費税交付金 物 件 費 18.2 10,135,160 8,291,066 19.2

16,614,459 16,529,601 38.436.5

6.8

6.8

地方消費税交付金 3,539,809 4.6 3,539,809 8.2

3,019,256元利償還金

一時借入金利子

公 債 費 3,019,256 4.2配当割交付金 222,665 0.3 222,665

株式等譲渡所得割交付金 114,991 0.2 114,991 0.3

0.5

4.2

地方譲与税 510,388 0.7 510,388

利子割交付金 32,021 0.0 32,021 0.1

1.2 うち職員給 5,978,800 8.4

扶 助 費 20.4 13.8

5,173,237 5,173,237 12.0

千円 ％ 千円

地 方 税 39,877,842 51.8 37,400,114 86.8

％

人 件 費 11.9

内
　
　
訳

指定金融機関名 碧海信用金庫

7,688,818 7,670,795 17.8

千円 千円 ％

14,565,638

8,522,723

千円 ％

2,967,861 2,916,559

2,967,861 2,916,559

5,957,780 5,942,247

歳                                        入 性          質          別          歳          出

市町村名 安    城    市 類型 Ⅳ－２

区　　　　分 経常一般財源
経常
収支
比率

区　　　　分 決　算　額 構成比決　算　額 構成比 経常一般財源 一般財源構成比

特別交付税

地方交付税

諸 収 入 2,689,798 3.5 116,340 0.3

普通交付税 繰 出 金


